
人
的
資
本
経
営
・
人
権

事
業
戦
略

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

環
境
・
社
会
貢
献

ガ
バ
ナ
ン
ス

人的資本経営・人権

人的資本経営の推進

人的資本経営の位置づけ
当社では、人的資本経営を、職員一人ひとりを「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで当社の企

業価値の向上と持続的な成長を実現する経営の中核として位置づけています。
中期経営計画「ネクストA」では、経営戦略と人財戦略との連動を一層強化するとともに、ウェルビーイングの考

え方を取り入れながら、「個の力」「エンゲージメント」「人的資本の最大化」「健康経営」の4つを柱とした人的資本経営
を展開しています。

具体的には、自律的な挑戦と成長を支援することで「個の力」を高めるとともに、働きがいや組織への共感を基盤
とした「エンゲージメント」の向上に取り組んでいます。また、経営戦略と整合した最適な人財ポートフォリオの構
築を通じて人的資本価値の最大化を図るとともに、全職員が心身ともに健康で能力を最大限に発揮できる「健康経
営」を推進しています。

これらの取組みは、「能力開発」「働き方改革」「DE&I」「採用・人財ポートフォリオ」「健康経営」等の施策として体系
的に展開し、人的資本価値と一人当たり生産性の向上につなげています。

今後は、グループ横断での人財活躍の推進や人財交流の活性化を通じて、朝日生命グループの企業価値のさらな
る向上を目指していきます。 

取締役常務執行役員
総務部 人事部 人事総務部 担当

下
しもとり

鳥 正
まさひろ

弘

人的資本経営推進委員会の開催
持続的な企業価値向上に向けた人的資本経営の推進を図るべく、

社長を委員長とした「人的資本経営推進委員会」を運営しています。
経営戦略と連動した最適な人財ポートフォリオの実現に向けた人事
戦略の検討を行うことと並行して、エンゲージメント向上、ダイ
バーシティ推進に向けた議論を行い、具体的な取組内容に反映させ
ています。

人的資本経営推進委員会

ダイバーシティ推進部会 エンゲージメント向上部会 人財ポートフォリオ検討部会

多様な人財の活躍推進に
向けたDE&Iの実現

職員の挑戦意欲・
エンゲージメントの向上

経営戦略と連動した
最適な人財ポートフォリオ

目指すべき人財像
中期経営計画「ネクストA」にて掲げる人的資本経営の4つのテーマ実現に向け、目指すべき人財像を設定していま

す。これらを通じて人的資本価値の向上を図り、「持続的成長が可能なビジネスモデル」構築を可能とする人財の育成
に取り組んでいます。

ダイバーシティ推進部会・エンゲージメント向上部会

【当社における人的資本経営全体像】

目指すべき人財像
～お客様志向を持ち時代の変化に応じ積極果敢に挑戦することで新たな価値創造に努める人財～

【ゼネラリスト】幅広い分野で活躍する人財
本社・支社・営業所におけるさまざまな所属・職務で活躍

【スペシャリスト】専門人財
特定分野の専門性の高い所属・職務で活躍

コンセプチュアルスキル（概念化能力）の習得

マネジメントスキル（対人関係能力）の習得

テクニカルスキル（業務遂行能力）の習得

ポータブルスキルを中心に習得

特定分野の専門性の高い知識・スキルの習得

テクニカルスキルを中心に習得

・デジタルマーケティング　・データドリブン
・グローバル　・DX　・法務
・資産運用　・アカウンティング

全職員共通

お客様志向 多様性の理解と支援 OA能力・社内ツール活用力

エキスパート
（熟練者）

ビギナー
（初心者）

経 営 戦 略
連
動

「エンゲージメント」を高めるテーマ1 テーマ2「個の力」を高める

人権の尊重

採用・人財ポートフォリオ

健康経営の推進テーマ4

人的資本の最大化テーマ3

能力開発 働き方改革推進 DE&I 推進

一人ひとりの人的資本の価値（一人当たり生産性）の向上

お客様の声も職員の声も、丁寧に聴く。
職員一人ひとりの挑戦と成長を通じて、
人と組織の力を高め、お客様一人ひとり
の“生きる”を支え続けます。
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能力開発

一人ひとりの成長に向けた「能力開発」
職員一人ひとりの成長に向けては、職員本人が「ありたい姿や働き方を明確にし、主体的に能力開発や業務に取り

組むこと（＝キャリア自律）」と、自己実現に向けた「挑戦」が重要であると認識し、これらを支援する教育プログラム
や取組みを実施・強化しています。

主な教育・研修プログラム
●入社年次や職位に応じた階層別の研修

人財マネジメントや戦略思考、コミュニケーション
スキル等の研修を実施しています。
●�お客様志向の実践に向けたマーケティングスキルの
習得プログラム

「お客様志向」の醸成を目的に2024年度より入社1 ～
3年目の職員を対象とした「入社初期マーケティング研
修」を展開しています。
●経営マネジメント力強化プログラム

マネジメント力の伸長等を目的に、2023年度より
支社長・部長層を対象とした研修および社外セミナー
派遣を実施しています。加えて、次代の後継者育成を
目的としたビジネススクールへの派遣も実施しており、
イノベーション、ビジネスモデル、意思決定、事業創
造、人財・組織等の幅広いテーマについて、異業種の
受講者とグループワークを通じて切磋琢磨し学ぶこと
ができる機会を提供しています。
●DX人財の育成に向けた教育プログラム

DX戦略を実現するための人財づくりに向け、2023年度より全職員を対象とした体系的な教育プログラムを展開
しています。

挑戦を促すための主な取組み
●社外オンライン学習やビジネススクールへの費用補助

当社の持続的成長をけん引する人財の育成を企図し、社外オンライン学習やビジネススクールの受講者に対し、
費用補助を行っています。

【2025年度の主な費用補助対象】
・GLOBIS Executive School
・GLOBIS Management School 
・早稲田大学ビジネススクール×日経ビジネススクール　　等
●ビジネスコンテストの開催

新たなビジネスモデル等の企画・立案・プレゼンテーションを競うコンテストを実施しています。

DXアドバンス講座
受講率 97％

一人当たり研修時間
　9時間 45分

（注）	 2025年度に研修対象となった
2,010名の平均受講時間

研修延べ参加人数 4,741名
（注）	 2025年度に実施した研修

能力開発ポイント
取得率

70.8％
（注）	 2025年度末取得率

FP技能士取得者数
4,205名

（注）	 2026年4月1日在籍者
	 資格別取得者（複数所持の人数

も含める）

（注）	 上記数値の対象者は職員のみ。

ビジネスコンテスト応募者の声

社長賞　営業企画部　勝川職員
営業現場の経験から、「どうすればお客様がもっと朝日生命を好きになってくださ
るか」「営業職員がより誇りを持ってお客様にお会いできるか」を考えてきました。
本社に異動後、全社的な視点から営業現場の在り方を考える中で、その想いを
具体的な形にしたいと考え、お客様への定期的な情報提供をテーマに応募しま
した。

福島支社　鈴木職員

毎年利用しており「何ができ
ているのか」「何がしたいの
か」が明確になります。昨年
は、アドバイザーから「あり
たい姿を明確にし、そのこ
とを発信し行動されていま
すね」との言葉に嬉しくなり
ました。私の「道しるべ」に
なっていただいています。

お客様サービス部
沢田職員

職員が自分らしい働き方を
見つけ、自身のキャリアを
前向きに考えるきっかけを
つくるお手伝いをしたいと
思っています。
一人ひとりの想いを大切に
しながら、キャリアの選択肢を広げるサポート
ができる存在でありたいです。

キャリアサポート窓口利用者の声

キャリアコンサルタントの声

保険金部
福岡総合サービスセンター

友納職員

キャリアサポート窓口での
専門家の助言を通じ、自身
のキャリアビジョンを整理
するきっかけとなりました。
強みやスキルを見つめ直し、
今後のキャリアを考えるうえで新たな視点を得
る貴重な機会となりました。

社外アドバイザー
佐藤 久美子さん

自ら話す（放つ）ことで、ご
自身の思いを整理すること
もできます。面談が“気づき”
や“考える”きっかけとなり、
自分らしい働き方を見つけ
られるよう支援させていた
だいています。

成長の実現を支える諸制度
●能力開発ポイント制度、資格取得補助制度

能力開発の取組状況を「見える化」した能力開発ポイント制度、資格を取得した場合に一定の費用補助を行う資格
取得補助制度等を実施しています。職員一人ひとりの、より豊かなキャリアビジョンの実現や業務遂行力の向上に
向けて能力開発を支援しています。
●専門人財の育成

2024年度より「お客様志向」「多様性の理解と支援」「OA能力・社内ツール活用力」を兼ね備えたうえで、特定分野
の専門的な知識・スキルを有したエキスパート（熟練者）育成のための推奨資格の明示と自身のキャリアを見据えた
知識習得機会を提供しています。

主な費用補助対象の資格

⃝1級FP技能士
⃝アクチュアリー
⃝日商簿記1級
⃝公認会計士
⃝不動産鑑定士
⃝情報処理技術者

⃝CIA（公認内部監査人）
⃝消費生活アドバイザー
⃝証券アナリスト
⃝税理士
⃝行政書士、司法書士、司法試験

等

●キャリアサポート窓口
自身のキャリア自律に向けて、国家資格キャリアコンサルタント等のアドバイザーに相談することができる制度

を実施しています。職員が自己理解を深め、ありたい姿（キャリアビジョン）や期待される役割を客観的な視点から
考える機会として活用しています。
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働き方改革推進
「お客様満足の向上」と「企業価値の増大」に向け、「イキイキと働く。そして 成長する。」をスローガンに掲げ、社内

の環境整備（働き方改革推進）に取り組んでいます。
具体的には、「ES（働きやすさ）」「生産性・生産力向上」の2つの視点で諸対策を講じることで、「経営層・支社長・部

長の意識改革」と「職員一人ひとりの行動改革」を図りつつ、生産性とエンゲージメントを向上させ、「職員が公私とも
に充実し、職員・会社とも成長する」ことを目指しています。

ES（働きやすさ）向上の取組み
長時間労働の改善・休暇取得の推進を行い、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を積極的に推進する

とともに、ワークスタイルに合わせた勤務形態の整備を行っています。
●長時間労働改善
「すぴいDay」の実施（毎週水曜日の定時（17時）退社運動）、夜間・休日の端末利用制限の実施。
●休暇取得促進

計画年休制度の活用、時間単位年休制度の活用、年間休暇取得目標日数の設定。
●多様な働き方の実現

育児・介護等両立支援制度の充実、介護を事由とした週休3日制の実施、兼業・副業の実施、どこでも本社ワーク※1

の展開、テレワークの推進、サテライトオフィスの設置、フレックスタイム制の実施。
●エンゲージメント向上

全職員を対象に、隔月のエンゲージメント解析ツールで
の調査と年2回の職員満足度（Asahiエンゲージメントスコ
ア）調査結果の各所属へのフィードバックを通じた組織課
題の分析・改善策の実施。
※1	 自宅から本社への通勤が困難な職員向けのオンラインでの本社勤務。
※2	 外部業者のエンゲージメント解析ツールで、点数化した指標。2026年3月実施。
※3	 社内の職員満足度調査で、満足度を点数化した指標。2025年12月実施。

エンゲージメントスコア※2 68
（前年差＋1）

職員満足度※3

（Asahiエンゲージメントスコア）
76.4%

（前年差＋1.8%）

お
客
様
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上
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業
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スローガン：「イキイキと働く。そして 成長する。」

・職員意識調査の実施（5月・12月）
・休暇を取得しやすい仕組みづくり
・柔軟な働き方を実現する環境整備

・生産性・生産力向上に向けた取組推進
・業務改革の推進

実現
すること

・経営に時間の概念をしっかり取り入れ、真に価値を生み出す業務に注力する。
・多様な職員がイキイキと働き、一人ひとりが力を最大限発揮できる職場をつくる。
・職員が公私とも充実した人生を送り、生産性を向上させ、職員も会社も成長する。

経営層・支社長・部長の意識改革×

定量・定性両輪を向上

生産性向上
KPI⇒生産性指標

職員一人ひとりの行動改革

エンゲージメント向上
KPI⇒エンゲージメントスコア

ＥＳ（働きやすさ） 生産性・生産力向上2つの視点

実施すること

生産性・生産力向上の取組み
コミュニケーションの活性化等によるアイデアの創出を図る

とともに、従来の業務の見直しを通じたより生産性の高い業務
へのシフトを行っています。2024年度より、特に業務改革を
進めた所属を表彰する業務改革表彰（通称：ゼロコン大賞）を実
施しています。

●コミュニケーションの活性化
・	職員一人ひとりの成長に向けた「1on1ミーティング※1」の

定着
・	Teamsの活用による円滑かつスピーディーなコミュニケー

ションの実現
●業務の効率化

・	業務改革推進PT設置による全社を挙げた業務改革の推進
・	時間の概念を取り入れた「生産性指標」に基づく表彰・評価

制度の実施
・	ノート型端末を活用したオンライン会議・ペーパーレス会

議の推進
・	RPA・AIチャットボット・ChatGPT※2の活用による業務の効率化
・	OAスキルアップ研修の定期的開催
※1	 所属員の成長に向けた支援を目的とし、所属長と所属員が1対1で話し合う場を定期的に設け、所属員が相談したいテーマを設定して実施する

面談。
※2	 ユーザーが入力した質問に対して、まるで人間のように自然な対話形式で答えるAIチャットボット。

超過勤務時間 12.3時間

年間休暇取得日数 18.5日

（注）	 2025年度職員一人当たり。

1on1ミーティングの様子

朝日生命専用のChatGPTである「あさひコ
ンシェルジュ（通称：あさコン）」を導入。
文章作成や添削・翻訳・要約、アイデア出
し等ができ、さまざまな業務で幅広く活用

AIチャットボットによる自
動応答と有人チャットを組
み合せた照会回答システム

業務改革表彰（通称：ゼロコン大賞）
第1位　営業職員体制強化部

全国から寄せられるお客様提示資料審査において、本
社の審査担当者・審査依頼者双方の作業を少しでも減
らしたいと思い、生成AIを活用した審査機能（AIしん
さくくん。）を導入しました。これにより、審査担当者
の確認作業の効率化と審査の正確性向上に加え、審査
依頼者の照会対応にかかる負担を軽減しました。ス
ピーディーな審査がお客様との接点機会におけるより
一層の貢献につながると嬉しいです。
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DE＆I（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン）の推進

多様な人財の活躍推進
人的資本経営推進委員会傘下の「ダイバーシティ推進部会」にて「多様性が未来を創る！誰もが活躍するDE＆I」を

テーマとし、女性やシニアをはじめとした多様な人財の活躍推進に取り組んでいます。

女性の活躍推進
多様な人財の活躍の実現には女性の活躍推進は欠かせないものと位置づけ、2006年度より「朝日生命ポジティブ・

アクション」を通じて、女性のキャリア自律や仕事と家庭の両立支援等への取組みを推進しています。
●女性営業所長キャリアアップ研修

女性営業所長を対象に、上位職や新たな職務への挑
戦意欲醸成・上位職に必要とされるスキル向上を目的
として集合形式で開催しています。
●女性管理職向け研修

女性管理職向けにスキル研修、女性課長マネジメン
トゼミを実施しています。
●メンター制度

上級管理職は本社役員から、リーダー層は部長から
直接アドバイスを受けることができるメンター制度を
実施しています。
●ロールモデルの紹介

座談会や講話等で、管理職として活躍している女性
職員をロールモデルとして紹介しています。
●男女賃金差

過去の人事制度の影響もあり、職員で50.5％となっ
ており、改善の必要があると考えています。

引き続き女性管理職登用等、女性の活躍推進に取り
組むことで、男女賃金差の解消に努めていきます。

若手・中堅の活躍推進
未来を創る人財として、新たな価値を創造する力を育むため、リーダー

シップやファシリテーション、クリティカルシンキング等のスキルを磨く
育成プログラムに加え、ロールモデル座談会、キャリア面談、キャリア研
修を実施しています。

能力・適性等を踏まえ、20代で営業所長、30代で大規模営業所長や本社
管理職に登用する等、若手・中堅にも責任ある役割を担う機会を設けてい
ます。

女性管理職比率※ 31.9%
（前年差＋1.1%）

※	対象法令である女性活躍推進法に基づき、課長級以上の者、また課長級
以外の者で、その職務の内容および責任の程度が「課長級」に相当する者。

（注）	 2026年度始時点。

女性営業所長キャリアアップ研修

キャリア面談

女性活躍推進企業として「えるぼし認定」2段階目（2つ星）を取得
女性の活躍を推進している企業として、厚生労働大臣が認定する「えるぼし認定」2段階目（2つ星）を
取得しました。

区分
男女の賃金の差異

（2025年度の男性賃金に対する女性の賃金割合）

営業職員 職員 総計

正規職員 111.0％ 50.5％ 38.8％

非正規職員 － 57.6％ 57.6％

全従業員 111.0％ 50.7％ 39.7％

シニアの活躍推進
60歳から65歳への定年延長に伴い、企業価値を高める人財として、経験を活かした主体的なキャリア自律を支援

するプログラムを提供しています。

LGBTQ+の理解促進
LGBTQ+当事者が安心して働ける職場づくりに向けて、研修を実施しています。専門窓口の開設や、職員の理解

促進を目的としたハンドブックの提供を通じ、今後も相互理解に向けた取組みを推進していきます。

障がい者の活躍推進
入社後訓練を通じて「強み」「弱み」を見極め、活躍できる場を提供、

雇用後の定着支援をサポートしています。
●主な取組み

・	合理的配慮に基づく業務指導と適性配置の実践
・	ジョブコーチ・精神保健福祉士・公認心理師等専門職による定

着サポート
・	障がいがある営業職員への交通費の上乗せ
・	オフィスのバリアフリー化および個々の障がい特性に応じた設

備・施設の改善
・	本人の意欲・資質・成果に応じ、障がい者雇用から総合職等へ

の職種転換の機会を提供
・	2024年度より、チャレンジドメンバーが運営する社内カフェをオープンし、コミュニケーションの活性化を促

進しています。

多様な働き方を支える諸制度

育児との両立
妊娠・出産時の「産前・産後休暇」「配偶者出産休暇」

や、育児期間中の「育児休職」「育児エントリー休暇」「育
児サービス費用補助」等に加え、男性の育児参画を促す
ため「朝日共育（トモイク）プロジェクト」を展開していま
す。

また、復職後の「仕事と家庭の両立に対する不安の解
消」や、「将来のキャリアアップへの意識醸成」を目的とし
た「育休復職支援プログラム」を実施しています。

介護との両立
「介護休暇」「短時間勤務制度」「ジョブ・トライ・シス

テム（勤務地希望）」のほか、相談窓口を設置しています。

治療との両立
がんや不妊症、障がい等による通院を対象とした「ライフサポート特別休暇」を制定しています。

障がい者雇用率 2.57%
（注）	 2026年4月1日時点。

育児休職取得者の声

東京東統括支社　梶山職員

出産予定日が繁忙期でしたが、
妻子の入院中に業務の引継ぎ
を行うことで、退院にあわせ
て育休を取得することができ
ました。育休期間は、育児は
もちろん、すべての家事を行
い、育児の大変さと幸せを妻
とともに分かち合うことができました。妻からは、

「産後の感謝は一生もの」と言ってもらい、育休を
取得してよかったと実感しています。

仕事と子育てを両立できる環境整備へ
の取組みが評価され、2019年に3回目の

「くるみんマーク」を取得しました。

仕事と介護を両立できる環境整備への
取組みにより「トモニンマーク」を取得し
ました。

従業員が長く働き続けることができる環境整備を進めています

社内カフェ「CRANE CAFE」
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採用・人財ポートフォリオ
人的資本の最大化に向けた最適な人財ポートフォリオを策定するために、採用手法の多様化や特定分野の専門性

の高い知識・スキルを有する専門人財育成に取り組んでいます。

採用に向けた取組み
新卒採用では学生の多様なニーズに応じ、対面とオンラインの双方

でオープン・カンパニーを開催しています。若手職員との座談会やグ
ループワークを通じて仕事内容や職場の雰囲気を理解し、キャリア
の具体的なイメージ形成を支援します。また、自己分析や選考対策を
含む就職活動応援イベントを実施し、就活の不安を軽減する機会を提
供しています。選考から入社まで、一人ひとりの価値観を尊重し、コ
ミュニケーション力向上や内定者間の懇親を深めるイベントを行って
います。

中途採用ではDX推進や海外事業、資産運用等専門性を活かせる職務
で経験者採用を積極的に行い、変化の激しい時代に対応した新たな価
値創造に努めています。

入社時研修
入社後に実施する6カ月間の集合研修では、ビジネスマナーや生命保険会社に勤務するうえで必要な基本的知識を

習得し、実践的な研修機会を通じてお客様対応力やマネジメントスキル、コンサルティングスキルの向上を図りま
す。6カ月間という長期間の研修と配属後の丁寧なOJTフォローを通じ、職員の能力と可能性を最大限に引き出しま
す。

（注）	対象：入社1年目総合職（全国型・ブロック型）。

2025年度の研修プログラム

内定者イベント

4月 5月 6月 7月 8月 9月

机上研修
営業力醸成実習
営業所実習

机上研修 総仕上げ研修

●ビジネスマナー
●生命保険の基礎知識
●当社の歴史
●経営理念の理解
●会社組織の理解
●当社商品の理解
●ビジネス文書

●営業スキル・
　マインドの醸成
●社会人マナーの実践
●折衝力の醸成
●基盤開拓力の醸成
●コンサルティング
　営業の実践
●法人基盤開拓研修

●営業所業務運営の理解
●新契約・保全実務
●営業支援・コーチング
●コミュニケーション
●達成感・責任感の醸成

●ロジカルシンキング
●知識・スキル再確認
●ロールプレイング
●スピーチ・伝える力
●業務知識
●コンプライアンス強化

●プレゼンスキル
●OAスキル
●税務・会計・運用知識
●人権研修

●リーダーシップ
●チームビルディング
●ダイバーシティ意識
　の醸成
●個人保険販売知識

等 等 等 等

キャリア自律を支援する人財育成コース
職員が自律的にキャリアビジョンを考え、その実現に向けて新たな分野に積極的にチャレンジし、視野の拡大や

キャリア形成を通じて成長することを支援しています。
・	営業所長キャリア支援コース
・	資産運用人財育成コース
・	DX人財育成コース
・	グローバル人財育成コース

・	法務人財育成コース
・	アカウンティング人財育成コース
・	監査人財育成コース

ジョブ・トライ・システム（社内公募制度）
ジョブ・トライ・システムは、職員が自ら職務（ジョブ）、役職（ポスト）、勤務地（プレイス）を選び応募すること

ができる社内公募制度です。本制度は、主体的な挑戦を通じて視野を広げ、キャリア形成を支援することを目的と
し、職員エンゲージメントの向上や人財育成を推進しています。

朝日生命グループの人財活躍推進
若手・中堅層が当社や朝日生命グループの持続的成長をけん引する人財として活躍することを目的に、朝日生命

グループ会社間で人財交流（出向）を行っています。また、朝日生命が実施する研修へのグループ会社からの参加を
推進しています。

ジョブ・トライ・システム
応募者数 262名

（注）	 2025年度実績。

営業所長キャリア支援コース

南大阪支社　影井営業所長

営業所長は拠点長としてお
客様に寄り添うことはもち
ろん、営業職員の育成に向
き合いながら成功体験を共
に積み重ね、地域に根差し
た営業所の文化を築いてい
く、やりがいのある職務です。本コースでは、
集合研修で体系的に学べるほか、志を同じくす
る仲間と切磋琢磨しながら成長することができ
ます。また、研修を通じて築いた人脈は、今な
お相談や情報交換ができる大切な財産となって
います。

人財育成コース登用者の声

DX人財育成コース

営業企画部　青木職員

金融業界のDX化やデータ利
活用の進展に伴うDX人財需
要の高まりから、分析スキ
ルを身に付けることで幅広
く事業に貢献できると考え、
本コースに応募しました。
データ分析業務を通じて、課題設定力や示唆を
導き出す力を高めるとともに、統計等の専門ス
キルの習得も着実に進めています。このコース
は事業や業務に課題意識を持つ職員の成長を大
きく後押しする制度だと感じています。
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健康経営の推進
従業員への責任として「健康経営®の推進」を経営課題と位置づけ、中期経営計画「ネクストA」に掲げる人的資本価

値向上の下支えとして、全従業員の心身の健康増進による生産性・エンゲージメント向上に向けた健康経営を推進
しています。
「健康経営宣言」に基づく取組方針のもと、「中央衛生委員会」を中心に、朝日生命健康保険組合・労働組合とも連携

して、毎年「健康増進等に関する実施計画」を策定し、従業員の健康づくりやメンタルヘルス対策等の健康増進に関
する対策に取り組んでいます。

（注）	「健康経営®」はNPO法人健康経営研究会の登録商標です。

健康経営宣言
当社は「お客様」「社会」「従業員」に対する責任を果たしていくことを企業活動のベースとする、「まごころの奉仕」を

基本理念として掲げ、生命保険事業を通じて、お客様の健康・医療に貢献するとともに、従業員自身の健康を重視
し、以下の取組方針のもと「健康経営」を推進します。

健康経営推進体制
中央衛生委員会を中心とした労働衛生管理体制のも

と、関係各部が横断的に連携し、従業員の健康に関する
さまざまな対策に取り組んでいます。中央衛生委員会で
審議・調整した健康増進計画や評価等については経営会
議で報告し、健康経営を推進しています。

また、全社で施策を効果的に実施するため、各部・支
社に健康増進担当者を置き、健診等の受診勧奨や進捗管
理を通じて、一人ひとりの健康づくりを支えています。

健康増進等に関する実施計画
毎年、健康にかかる課題を検討し、「健康増進等に関す

る実施計画」を策定しています。
特に、生活習慣病等、疾病の予防や早期発見による重

症化予防を当社の課題と捉え、受診率等の数値目標を設
定しています。従業員の一人ひとりが自ら健康意識を高
め、主体性を持って健康づくりができるよう各対策に取
り組んでいます。

2023年度 2024年度 2025年度
特定保健指導の推進（70％）

実施率 73.7% 70.9% 64.9%
一次健診・二次検診（至急者）の完全実施

一次健診受診率 100.0% 100.0% 100.0%
二次検診（至急者）受診率 100.0% 100.0% 100.0%

ストレスチェックの実施（100％）
受検率 100.0% 100.0% 99.7%

１．お客様への貢献
生命保険事業を通じて、お客様の健康と医療に貢献します。「お客様の“生きる”を支え続ける」会社として、お客様の

豊かな生活を支援し、より健康な社会の実現に貢献します。

２．健康づくりの推進
従業員一人ひとりの健康づくりを積極的に推進します。従業員の健康意識を高めるとともに、健康増進計画に基づい

た、健康管理、健康教育の推進、生活習慣病予防やメンタルヘルス対策等に取り組みます。

３．働きやすい職場環境の整備
働きやすい職場環境を構築します。ウェルビーイングの考え方を採り入れた職場づくりに取り組み、エンゲージメン

ト向上を通じた、従業員一人ひとりのレベルアップによる人的資本価値の最大化を図ります。

中央衛生委員会

事務局・産業医 労働組合健康保険組合
連携 連携

計画・評価等を報告

経 営 会 議

本社衛生委員会
（四谷・多摩本社）

各部・支社管理監督者
健康増進担当者 各支社衛生委員会

従　業　員

各施策の進捗管理

各施策の連絡・指示

通知・連絡・指示 通知・連絡・指示

通知・連絡・指示 通知・連絡・指示

代表取締役社長

主な取組み

朝日生命健康保険組合との連携
●疾病の早期発見

全従業員の定期健康診断の受診および定期健康診断の有所見者（特に、精密検査・治療が必要と判断される者）に
対する「二次検診」受診の徹底、5大がん検診（胃がん・大腸がん・肺がん・乳がん・子宮頸がん）の受診勧奨等を通じ、
疾病の早期発見・早期治療につなげています。また、「健康ポータル」を導入し、過去の健診結果や健康情報等を一元
管理して閲覧を容易にすることで、従業員の健康意識向上を図っています。
●生活習慣改善による疾病予防

定期健康診断結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善により予防効果が多く期待できる従業
員に対して、オンライン面談を活用した指導プログラムを導入する等、特定保健指導を積極的に推進しています。
●メンタルヘルス対策

メンタル不調防止に向け、定期的なストレス関連情報の提供や社内外相談窓口等の利用勧奨を行っています。加
えて、自身のスマホ等で気軽に利用できるAIメンタルチェックサービスを導入し、ストレス軽減等メンタルヘルス
向上に向けたセルフケアを促進しています。
●糖尿病重症化予防対策

糖尿病の重症化リスクのある従業員を対象に、生活の質（QOL）の維持・向上を目的として、朝日生命成人病研究
所および委託先と連携し、「糖尿病重症化予防プログラム」を実施しています。
●禁煙の推進（毎月2・12・22日）

毎月2のつく日を「禁煙推進日」とし、禁煙に関するニュースを配信する等、禁煙の啓発活動
を積極的に行っています。

産業保健師等のアドバイスを受けながら禁煙を目指すキャンペーンを実施し、禁煙希望者を
サポートしています。
●健康増進アプリ「kencom」を活用した「みんなで歩活（あるかつ）」

日常の生活に「歩く」をプラスし、運動習慣の定着を目的として、職場の同僚や家族とチーム
をつくってイベント期間中の合計歩数を競い合う「みんなで歩活」を開催しています。

公益財団法人 朝日生命成人病研究所との連携
当研究所との永年の関係を活かし、附属医院の医師等による社内セ

ミナーを通じて、従業員の健康知識の向上、健康意識の醸成を図って
います。2025年度は、「生活習慣病と睡眠」をテーマに、生活習慣病の
改善に向けた具体的な取組みに関するオンラインセミナーを全国の支
社をつないで開催しました。

■�「健康経営優良法人2026」に
認定
経済産業省および日本健康会

議が主催する「健康経営優良法
人（大規模法人部門）」に8年連
続で認定されました。

■�「スポーツエールカンパニー
2026」に認定
スポーツ庁から、従業員の健

康増進のためにスポーツの実施
に向けた積極的な取組みを行っ
ている企業として評価されまし
た。

■�令和7年度「東京都スポーツ
推進企業」に認定
東京都から、従業員のスポー

ツ活動の促進に向けた取組みや
スポーツ分野における支援を実
施している企業として評価され
ました。
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当社は、生命保険事業が社会保障制度とともに社会を支えていく重要な使命を担っており、事業活動そのものが
企業としての社会的責任を果たす重要な活動であるとの認識のもと、「お客様」「社会」「従業員」に対する責任を果たし
ていくことを企業活動のベースとする「まごころの奉仕」を基本理念として掲げています。

1996年には、良き企業市民としてあらゆる差別を絶対に容認しないという当社の人権尊重への取組みの決意を表
すものとして、「人権に関する宣言」を発しました。

さらに当社は、あらゆるステークホルダーの人権尊重を推進するために、当社の「人権に関する宣言」で決意した
内容を包含する「朝日生命グループ人権方針※」を2023年4月に制定しました。

朝日生命グループは引き続き、人権尊重の取組みを通じて、人権文化の創造に努めていきます。

人権デュー・ディリジェンス
当社は、「朝日生命グループ人権方針」に則り、人権デュー・ディリジェンスを実施しています。
これは、事業活動における人権への負の影響（顕在的・潜在的な人権リスク）を特定・評価し、防止・軽減を継続

的に図る取組みです。この取組みを継続的に実施していくことで、人権の尊重と持続的な事業の成長に努めていき
ます。

人権デュー・ディリジェンスの実施にあたっては、当社が抱える人権リスクの調査を行い、特定された人権リス
クのうち重点課題を中心に取組みを行っています。

主なリスク 対応策 主なステークホルダー

サプライチェーン
上の人権問題

「取引活動におけるガイドライン※」を制定し、人権尊重に関連す
る領域を含めた委託先の各種取組状況について、「人権尊重の取
組み確認シート」を通じて確認を進めています。
2024年度以降、一部グループ会社においても同様の確認を開
始しています。
なお、確認を行ったすべての委託先から当社「取引活動における
ガイドライン」への賛同を得ています。

お客様
ビジネスパートナー

ハラスメント

ハラスメント相談窓口において安心して相談できる環境を整え、
相談者の秘密保持や不利益な取扱いを受けないよう注意を払う
とともに、迅速かつ適切な対応を行っています。
2024年度より、「社外相談窓口」を設置し、さらなる環境整備を
図っています。また、「外部からの相談窓口」を設置し、業務委託
先やその他のお取引様等の役員・従業員の方からの相談も受け
付けています。
2025年度には、お客様等による従業員の人格・尊厳を侵害す
る行為への対応として、「カスタマー・ハラスメントへの対応方
針」を公表し、各種支援策を通じて従業員が安心して働ける環境
を整備しました。

ビジネスパートナー
役員・従業員

広告宣伝における
差別的表現

当社募集資料作成ガイドラインにおいて、人権への配慮を欠い
た差別的表現等を排除するよう、教育資料を作成するとともに、
社内のチェック体制を整備しました。
なお、教育資料については、グループ会社にも提供しています。

お客様
ビジネスパートナー

※	「朝日生命グループ人権方針」および「取引活動におけるガイドライン」については当社ホームページをご覧ください。

	 https://www.asahi-life.co.jp/company/csr/jinken.html
対応の実効性

ここ数年、全職員の研修メニューに「ビジネスと人権」を組み込み、理解の浸透を図っています。
また、eラーニングの確認テストにより研修内容の定着状況を把握し、取組みの実効性を担保しています。
さらに、人権デュー・ディリジェンスによりリスクとして認識した課題については、人権啓発推進委員会および

サステナビリティ経営推進委員会において経営層と共有し、対応を協議することで、実効性確保に向けた取組みを
推進しています。

人権の尊重 推進体制
●人権啓発推進委員会
「朝日生命グループ人権方針」ならびに「コンプライア

ンス遵守規準」を踏まえ、全役職員の主体的な人権尊重
行動を促進するため、社長を委員長とする「人権啓発推
進委員会」が中心となってさまざまな人権啓発活動を
行っています。

人権啓発への取組み
●人権研修の実施

全役員・ライン職研修、全職員研修、各層別研修、入社時研修等を通じて、同和問題やハラスメント問題をはじ
め、LGBTQ+への理解等多様化する人権課題への対応をテーマとした教育を実施するとともに、ハラスメント相談
窓口の周知に取り組んでいます。

また、「朝日生命グループ人権方針」の実効性を確保するため、教育用動画・DVDを提供し、グループ会社を含め
たすべての従業員の理解促進を図っています。

●Myじんけん宣言
法務省による「Myじんけん宣言」プロジェクトの趣旨に賛同し、誰もが人権を

尊重し合う社会の実現を目指し、人権尊重の取組みを推進しています。

●人権啓発標語の取組み
全役職員の人権意識の醸成を目的として、毎年、人権啓発標語を募集し、優秀

作品に対して表彰を行うとともに、ポスターを全事業所に掲示しています。

●ハラスメント相談窓口
人事部の人権啓発推進委員会事務局内に「ハラスメント相談窓口」を設置し、専用電話・メール・文書での相談を

受け付けています。また、2024年5月より、社外相談窓口を設置し、弁護士が文書による相談を受け付けており、
さらなる環境整備を図っています。

【体制図】

●内部通報制度
職員等から不正行為の通報を受け付ける「内部通報制度」を運用し、事実確認の調査等を踏まえ、必要に応じて是

正措置を講じています。社内相談窓口はコンプライアンス統括部に設置し、社外相談窓口については、弁護士が文
書にて相談を受け付け、当社に事実確認の調査等の対応を指示します。また、通報者が通報することにより不利益
を被ることがないよう、通報者保護の規定を設け、安心して通報・相談を行える環境整備に取り組んでいます。

【体制図】

経営会議

取締役会

サステナビリティ経営推進委員会

人権啓発推進委員会
委員長 ：　社長
副委員長 ：　人事部担当執行役員
本社委員 ：　その他の執行役員、部長
支社委員 ：　支社長
事務局 ：　人事部

【相談受付件数（2025年度）】

ハラスメント
相談窓口 173件

人権・ハラスメント等に
関する相談

受付窓口

人事部人権啓発推進委員会事務局

外部の弁護士（郵送のみ受付）

対応者

相談窓口（社内）

相談窓口（社外）

【通報受付件数（2025年度）】

内部通報
相談窓口 149件通 報 者

内部通報相談窓口

全役職員
（実質子会社含む）
退職者 等

内部通報システム
が有効に機能して
いるか検証社内設置窓口

（コンプライアンス統括部内）

社外設置窓口
（弁護士）

経営から独立した機関

監 査 役（会）

経 営 層

取締役会

経営会議

コンプライアンス会議
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